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関谷直也の自己紹介

原子力災害の社会心理学的研究

• 東京電力福島第一原子力発電所事故の社会経済的影響

• 東京電力福島第一原子力発電所事故における大規模広域避難

東日本大震災ー大規模自然災害に関連する研究

• 津波避難行動に関する研究、買いだめ・帰宅困難者

• 流言、マスメディア、ソーシャルメディア、震災後の広告に関する研究

自然災害に関する研究

• 富士山噴火災害の社会的影響に関する研究

• 巨大災害時の企業の防災対応に関する研究

• 風水害時の避難行動に関する研究

http://www.amazon.co.jp/gp/product/images/4496044110/ref=dp_image_0?ie=UTF8&n=465392&s=books


関谷直也の自己紹介

避難・原子力防災関係

• 東京電力福島原子力発電所事故検証委員会政策・技術調査参事（政府事故調）

• 原子力損害賠償紛争解決センター「東京電力福島原子力発電所事故による原子力

損害の和解の仲介に関する調査」座長

• 内閣府（防災）・内閣官房東日本大震災対応総括室「東京電力福島第一原子力

発電所事故における避難実態調査委員会」委員

• 新潟県原子力対策課「複合災害」対策検証委員会

• 新潟県「原子力災害時の避難方法に関する検証委員会」委員長

風評被害関係

• 農林水産省「国産食材利活用情報提供支援事業」委員

• 日本都市センター「都市自治体における風評被害への対応に関する研究会」委員

• 福島県「新生！ふくしまの恵み発信協議会」委員

• 福島県ふくしまの恵み安全対策協議会「福島県産米の全量全袋検査のあり方に係る有

識者会議」委員

• 福島県アーカイブ拠点施設 研究・研修委員会

• 経済産業省「多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会」委員 2



関谷直也の自己紹介
• 2010年 気象庁「東海地震に関連する情報の理解促進のための検討会」

• 2012年 気象庁「降灰予報の高度化に向けた検討会」委員

• 2012年 気象庁「防災気象情報の改善に関する検討会」委員

• 2013年 内閣府「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」検討会委員

• 2014年 気象庁「火山噴火予知連絡会 火山情報の提供に関する検討会」委員

• 2015年 内閣府「噴火時等の避難計画の手引き作成委員会」

• 2015年 国土交通省「水害ハザードマップ検討委員会」（ハザードマップ作成手引き）

• 2015年 国土交通省「高潮水防の強化に関する技術検討委員会」

• 2016年 文部科学省「次世代火山研究・人材育成プロジェクト」

リスクコミュニケーション担当プロジェクトアドバイザー

• 2016年 国土交通省「砂防事業評価委員会」

• 2016年 内閣府（防災） 「噴火時等の避難計画の手引き作成委員会」委員

• 2017年 国土交通省「大雪時の道路交通確保対策委員会」

• 2018年 国土交通省「ダムの洪水調節機能に関する検討会」

• 2018年 内閣府（防災）「火山防災に係る調査企画委員会」委員

• 2018年 内閣府（防災）「大規模噴火時の広域降灰対策ワーキンググループ」

• 2019年 気象庁「防災気象情報の伝え方に関する検討会」

• 2019年 国土交通省「砂防事業評価委員会」
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人材確保のボトルネック

• キャリアパス、研究コミュニティから切れないこと

• 交通：公共交通 福島２H、いわき１H、上野４H、成田４ H

• 宿泊：住居、生活

人材のデザイン

• 研究者Ａ（ポスドク） 次のキャリア？

• 研究者Ｂ（教授、准教授）兼任？クロスアポイントメント？

※ HAT神戸 新神戸11分、神戸空港19分、大阪空港30分

※ OIST 那覇空港１時間

※ つくば研究学園都市、神戸医療産業都市

けいはんな学研都市、北九州学術研究都市
15
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全般的な健康不安

あなたは今、放射性物質に関して、あなた自身の健康に及ぼす影響について、不安は

ありますか
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2013年関谷・農林中金調査（全県、Ｎ＝14091）
2014年関谷科学研究費調査（東北＋東名阪、Ｎ＝1779）、
2015年超学際研究機構調査（東北＋主要都市、Ｎ＝3839）
2017年福大・農林中金調査（全県、Ｎ＝9489）



モニタリング検査の意味：不安が和らいだ理由

図：不安が和らいだ理由（2017）

食品購入について不安が薄らいだのはなぜだと思いますか。あてはまるものをいくつでも選んでください。（いくつでも）

「放射性物質に関する検査が行われるようになったので」

「出荷が制限されているので」 19
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全量全袋検査の認知率低下

福島県内では、お米に関しては全量全袋検査が行われていること
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「ほぼＮＤであること」の認知率低下

食品への含有放射性物質の検査をおこなってもほとんどNDである

（99％でていない）こと
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安全とリスク、場所、時間
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事実 : 米の全量全袋調査

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

25 (Bq/kg)

未満
10,323,674
（99.78％）

10,999,220
（99.93％）

11,013,714
（99.98%）

10,454,908
（99.99%）

10,172,756
（99.999%）

8,238,322
（99.999%）

25~50

(Bq/kg)

20,357
（0.2％）

6,484
（0.06％）

1,910
（0.02%）

643
（0.006%）

415
（0.002%）

55
（0.006%）

51~75

(Bq/kg)

1,678
（0.016％）

493
（0.0045％）

12
（0.0001%）

17
（0.0001%）

7
（0.0001%）

3
（0.00003%）

76~100

(Bq/kg)

389
（0.0038％）

323
（0.003％）

2
（0.00002%）

1
（0.00001%）

0 0

100 (Bq/kg)

超
71

（0.0007％）

28
（0.0003％）

2
（0.00002%）

0 0 0

合計 10,346,169
（100％）

11,006,550
（100％）

10,014,640
（100％）

10,455,569
（100％）

10,173,178
（100％）

8,238,380
（100％）

出典：「ふくしまの恵み安全対策協議会」より https://fukumegu.org/ok/kome/

https://fukumegu.org/ok/kome/


被災地の課題：８年目の風評被害

流通段階の課題―買い叩き―
• 消費段階の問題から流通の問題、中食、外食 「食べて応援」から「業務用米」へ

買い叩きではなく、「災害後の流通構造の変化」とみること
• 阪神・淡路大震災：長田のケミカルシューズ、神戸港、灘の清酒

• 岩手県・宮城県の海産物：のり、水産加工、（ほや）

• 「安い・うまい・安全」な食品の適正流通の結果。産地間競争の結果

流通・産地の取組み―検査体制・検査結果という「事実」が伝わっていない。
• 検査体制：福島だけ体系立ったハイレベルの検査

• 検査結果：2014年度以降、米の基準値超えはゼロ

• →他県の山菜絡みの検出のニュースで再燃

• 営農再開、警戒区域の縮小、汚染水問題での再燃の恐れ

PR戦略として「全量全袋検査」「検査体制・結果」の周知率を上げること
• 「放射線災害」として、検査結果・体制の周知が最重要課題。

• 産地間競争の中で、農産物PR・振興は当然。

• 本質的な「災害対策」が必要。

• 事故直後のイメージから現在の状況へ、認識をUPDATEすること

25



被災地の課題：８年目の風評被害

農業：流通構造の変化

「長期化」の被害：業務用への変化、棚の取り戻し

賠償金の問題：全量全袋検査の見直し

漁業：長期的戦略の困難 ←農業の問題と異なる

試験操業の問題：５分の３の買取、漁獲魚種の制限（15魚種）

「長期化」の被害：加工の弱体化、市場の弱体化

トリチウム水

相馬、久ノ浜、富岡、請戸の役割分担、後継者問題

観光：マーケットの変化

団体旅行客の減少

高齢化による縮小

観光資源の再開発問題 浜、中、会津の観光ルート分断
観光資源開発（海、桜・祭り、スポーツ・歴史）
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被災地の課題：国際的影響

• 韓国は、８県の魚介類輸入を拒否、事実上の敗訴

• 台湾は、5県の食品輸入を拒否

• 中国は、10（9）都県の輸入を拒否

海産物の特殊性

• 3月に相馬水揚げのヒラメをタイに輸出するのが拒否

• 桃は2012年から輸出

27

河北新報
2018年3月13日



諸外国の食品忌避（福島県）

日本以外は不安感が極めて高い
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諸外国の食品忌避（福島県）

事故直後のイメージから変化していない

29

0.0 %

10.0 %

20.0 %

30.0 %

40.0 %

50.0 %

60.0 %

70.0 %

80.0 %

90.0 %

原発事故のことを考えると

福島県の飲料水は不安だ

原発事故のことを考えると

福島県の農作物は不安だ

原発事故のことを考えると

福島県の海産物は不安だ

原発事故のことを考えると

福島県には行きたくない

原発事故のことを考えると

福島県の飲料水は不安だった

原発事故のことを考えると

福島県の農作物は不安だった

原発事故のことを考えると

福島県の海産物は不安だった

原発事故のことを考えると

福島県には行きたくないった

現在と直後（福島県）



諸外国の食品忌避（東日本・日本全体）

韓国・中国、ドイツの３割が東日本の食品を拒否

東日本への忌避が約３割、日本全体への忌避が約2割程度。
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諸外国の食品忌避原発事故直後の認識

アジア圏を中心に直後の放射性物質汚染のイメージは極めて悪い。

食品の問題ではなく、放射性物質汚染の印象の問題
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放射能汚染が原因で、

人が住めなくなった

放射能汚染が原因で、

農畜産物が食べられなくなった

放射能汚染が原因で、

海産物が食べられなくなった

放射能汚染が原因で、

水が飲めなくなった

放射能汚染が原因で、

海で泳げなくなった

放射能汚染が原因で、

甲状腺がん患者が増加した

放射能汚染が原因で、

健康被害が生じた

2011年3月に日本は東日本大震災が発生しました。その後、東京電力福島第一原子力発電所事故によって、多くの地域が放射性物

質によって汚染されてしまいました。このことについて、あくまでもあなたのお考えとして、以下の問にお答えください。下記の項目に
ついてあなたはどのように認識していますか。



福島原発事故に関する認識

具体的な事象レベルの認知になると日本も欧米と同程度。
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福島原発事故はチェルノブイリ原子力事故とほぼ同規模の放射性物質放出事故と思う

直後、他の国が福島原発から５０マイルの退去を勧告したが、日本政府は同様の対応をとらなかったのは問題と思う

直後、日本政府は福島原発からの放射性物質漏出の情報を公開しなかったのは問題だと思う

いまだ、福島原発からの放射性物質が大気中をかなり飛んでいると思う

いまだ、福島原発から放射性物質が漏れ続けていると思う

まだ、福島原発事故が制御できなくなる可能性があると思う

いまだ、福島原発から漏れた汚染水が、海洋に垂れ流されていると思う

いまだ、福島原発から漏れた汚染水が、地下水に漏出していると思う

いまでも日本政府は、福島原発からの放射性物質の漏出について情報を公開していないと思う



日本産食品への不安

日本産食品全体の問題：近隣諸国は日本の全ての食品について拒否感
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積極的に日本産の食品を選んで購入している

特に産地を気にして購入することはない

積極的に日本産の食品は避けている



福島原発事故に関する認識

水、海産物になると近隣諸国（特に韓国、中国）の不安感が顕著
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福島原発事故による放射性物質の影響が及んでいるのではないかと思い、自分の国の飲料水は不安だった

福島原発事故による放射性物質の影響が及んでいるのではないかと思い、自分の国の農作物は不安だった

福島原発事故による放射性物質の影響が及んでいるのではないかと思い、自分の国の海産物は不安だった

福島原発事故による放射性物質の影響が及んでいるのではないかと思い、自分の国の放射線量が不安だった



福島原発事故に関する認識

福島県、福島原発事故に対する偏見も改善されていない。
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福島県では、中絶率が上昇していると思う

福島県では、自殺率が上昇していると思う

福島県では、離婚率が上昇していると思う

福島県では、失業率が上昇していると思う

福島県では、人口流出が続いていると思う

福島県では、鼻血を出す子どもが増えていると思う

福島県では、ダウン症、奇形児が増えていると思う

福島県では、癌（がん）の発症率が上昇していると思う

日本
韓国
中国
台湾
シンガポール
ロシア
ドイツ
フランス



福島原発事故に対する不安感の変化とその理由

不安は薄らいだ（震災後の情報によって変化）という人は少ない
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福島原発事故に対する不安感の変化とその理由

（不安感が低下した理由）海外であっても放射性物質汚

染に関する不安感の低下は、「検査」 「N.D. 」 「出荷制限」
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放射性物質に関する検査が行われるようになってきたので

放射性物質が検出されなくなってきたので

基準値を超えた品目は出荷が制限されているから

お店で出回っているから（市場ですでに流通しているから）

報道で話題にしなくなってきたので

福島県を応援したいから

なんとなく

いつの間にか気にしなくなっていた

韓国

中国

台湾

シンガポール
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フランス



被災地の課題：液体廃棄物

1,160,646トンの 「トリチウム」を含む水 ※他の核種も含まれる

38

基準値を下回るように希釈することが前提にはなるが、その処理
方法を決定することが問題になっている。
e.g. 海洋放出、水蒸気放出、長期貯留など.



被災地の課題：生活面
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高齢化、人口減少 南相馬市の人口分布

『ふくしま原子力災害からの複線型復興――一人ひとりの生活再建と「尊厳」の回復に向けて』序章 13頁



被災地の課題：生活面

課題先進地域―過疎地域

※過疎地域市町村（過疎法第２条１項）沿岸では浪江町

• 環境問題

里山除染、住家整備（雑草）、獣害対策（イノシシ）

• 生活問題

高齢者問題、医療機関の減少（遠隔医療）、自動運転

• スマートシティ

停電リスク、マイクログリッド
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03 
原子力防災



多様な課題：原子力災害

緊急被ばく状況
• 事故後の広域避難

• 事故後の防護措置行動

（SPEEDI、スクリーニング、安定ヨウ素剤、身体除染）

長期的影響（現存被ばく状況）

• 内部被ばく：風評被害、食品安全管理

• 外部被ばく：除染、警戒区域設定（居住制限・立入制限）

• 広域避難：国内避難民(区域内避難、区域外避難）

• 廃炉・汚染水対策

• 長期避難：帰還・移住・地域復興と風評

情報公開
• 炉心溶融（メルトダウン）に関する情報公開

• 外国人避難に関する情報提供

• 20mSv/年(3.8μSv)、1mSv /年(2.3μSv)



多様な課題：新潟県
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多様な課題：新潟県

新潟県 44



04 
研究教育拠点として



研究教育交流の前提条件

教員の県外地域への（からの）移動

• 浜通りは半日移動は無理（１日～２日は要する）

• 宿泊場所の困難

学生の県外地域への（からの）移動

• 平日は困難、Study Tripが可能なのは、ほぼ「夏休み」のみ

• 集団での宿泊場所の確保

• 公共交通等移動手段の確保
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被災地の課題：生活面

課題先進地域―過疎地域

※過疎地域市町村（過疎法第２条１項）沿岸では浪江町

• 環境問題

里山除染、住家整備（雑草）、獣害対策（イノシシ）

• 生活問題

高齢者問題、医療機関の減少（遠隔医療）、自動運転

• スマートシティ

停電リスク、マイクログリッド
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研究教育に必要な要素

「原子力災害およびそこからの復興」の経験
「廃炉」対策、処理それ自体が、最大のレガシーである
そして、原子力災害・津波災害の被災地に向き合い続けること

• 世界に向けた学び、教育、経験の提供、世界への発信

チェルノブイリ／広島・長崎／沖縄

• 現在の福島県（日本）への不安払拭、課題解決が先決

ニーズ

• 関係人口よりも定住人口

• 研究機関よりも大学、高校

生活の困難

• 宿泊施設

• 公共交通機関
48



「原子力災害およびそこからの復興」の経験
「廃炉」対策、処理それ自体が、最大のレガシーである
そして、原子力災害・津波災害の被災地に向き合い続けること

浜通り地域の課題群

• “Triple Disaster”の研究（複合災害）

• 地震、津波、原子力事故の災害および復興

• 大規模広域避難

• 大規模広域環境汚染

• 大規模長期避難と生活困難

• Reputation Damage

• リスク・コミュニケーション
49



参考：調査方法（概要）
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調査方法（概要）経年調査

調査手法

調査時期：2017年2月

調査方法：各県全国200サンプルの調査を実施。

抽出方法：年層（20代～60代）・男女割当法 合計9489票

下記と比較

2013年関谷・農林中金調査（全県、Ｎ＝14091）

2014年関谷科学研究費調査（東北＋東名阪、Ｎ＝1779）、

2015年超学際研究機構調査（東北＋主要都市、Ｎ＝3839）

2017年福大・農林中金調査（全県、Ｎ＝9489）

※ 他にも事業者調査、給食関係者調査を実施

※ 現在、国際比較調査を実施。
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調査方法（概要）国際比較調査

調査対象地域

日本（東京）

アジア：台湾（台北・高雄）、中国（北京・上海）、香港、シンガポール

欧米：アメリカ（ニューヨーク）、イギリス（ロンドン）

ドイツ（フランクフルト）、フランス（パリ）、ロシア（モスクワ）

調査機関：サーベイリサーチセンター

調査対象：20代～60代の男女

調査方法：インターネットモニター調査

抽出方法：3000票（各国の最大都市で実施。各300票）

年層（20代～60代）・男女割当法、

調査期間：2017年2月

調査実施：関谷直也

52


